
　（令和２年４月時点）　

１　身分 新地方公務員法第22条の２第１項に定める一般職の地方公務員  （会計年度任用職員）

２　給与
月
額

当院規程による

【例】
１年次：　285,000円
２年次：　293,000円
　
　※上記金額は、初任給調整手当（約8万円）を含みます。ただし、医学部卒後６年を経過
し採用された場合、初任給調整手当の支給はありません。

３手当

※当院規程により、要件該
当　　時のみ支給

・時間外勤務手当　（見込み額）
  　・当直１回につき　約17,000円～約35,000円（1年次）　　　約17,000円～約36,000円（2年次）

※勤務体制により異なる。
※上記金額は初任給調整手当を含み算定しているため、②の初任給調整手当が支給されない場
合、
　1回あたりの金額は異なります。
　
・期末手当
・通勤手当（片道２㎞以上）
・休日勤務手当
・退職手当

４　社会保険料等

採用１年目
　　健康保険・厚生年金、労働者災害補償保険、雇用保険（採用から６ヶ月間）

採用２年目（原則）
　　地方公務員共済組合、地方公務員災害補償基金

５　年次休暇日数

採用１年目　年間１０日
  　（継続期間２ヶ月満了した翌日以降、５ヶ月満了した翌日まで１日ずつ付与し、 ６ヶ月満了した翌日に
       ６日付与）

採用２年目　　年間１１日
　 　（１年６ヶ月経過後に１１日付与）

※　前年度に付与された年次有給休暇で、消化できなかった年次有給休暇については、翌年度
   に限り繰り越し可。

有
給

１． 年次有給休暇

２．１以外で要件該当時に別に付与される休暇
　　（公民権の行使、官公署出頭、感染症予防措置、感染症予防法による交通遮断、
    　災害等による交通遮断、台風来襲による業務停止、妊産婦の休息・補食、
　　　風水震火災等災害による現住居の滅失・破壊）

３．慶弔休暇　等

無
給

１．産前・産後休暇、　　   ２．一歳未満児の世話、    ３．小学校就学前児の看護等、
４．介護休暇、             　５．介護時間、              　 ６．生理休暇、
７．公傷休暇、             　８．病気休暇（私傷病）、 　 ９．骨髄移植休暇、
10．妊産婦健康診査及び保健指導、                 　　11．.短期介護休暇
12.　妊娠職員の通勤緩和

７　その他
採用後、1ケ月は条件付き採用となる。
アルバイト・副業等は禁止です。

　（１）健康管理 健康診断及びストレスチｪックを実施

★　（２）分限・懲戒 地方公務員法に規定される懲戒処分及び分限処分の対象となる。

初期研修医

６　休暇の種類


